
第１回 介護現場のあり方検討部会 

 

日時：令和７年８月５日（火）午前８時 45 分から 

場所：小田原市役所３階 全員協議会室 

 

 

１ 開会 

 

２ 部会員及び出席者紹介 

 

３ 部会長及び職務代理者の選出 

 

４ 会議の公開について 

 

５ 介護現場のあり方について 

（１）介護人材の確保・育成に向けた取組の検討 

ア 既存の介護人材確保・育成施策の振り返り 

イ 人材確保の課題を抱える介護事業者に対する、待遇改善や諸手当支給への財政的支

援の検討 

（２）地域住民等で行う支援と、専門職でないと行うことができない支援の整理 

ア 主に介護予防・日常生活支援総合事業の領域において、「専門職が行う必要がある 

（専門職が行うことが著しく効果的、等）支援」の整理 

イ 介護予防・日常生活支援総合事業における「緩和した基準によるサービス」の検討 

（３）介護現場の生産性向上に係る市の取組の検討 

（４）自立支援・重度化防止に向けた取組のあり方 

ア 要介護・要支援から自立へと機能回復するプロセスへの支援 

 

６ その他 

 

【資料一覧】 

資料１ 小田原市高齢者福祉・介護保険事業推進委員会規則   

資料２ 介護現場のあり方検討部会 部会員名簿 

資料３ 介護現場のあり方検討部会の公開について（案） 

資料４ 介護現場のあり方について 

別添１ 介護人材確保に関する事業の進捗状況について 

別添２ 介護予防・日常生活支援総合事業で提供されるサービス（小田原市） 

別添３ 介護生産性向上推進事業について（神奈川県） 

別添４ かわさき健幸福寿プロジェクト（川崎市） 
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小田原市高齢者福祉・介護保険事業推進委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和54年小田原市条例第１号）第２条の

規定に基づき設置された小田原市高齢者福祉・介護保険事業推進委員会（以下「委員会」

という。）の組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、おだわら高齢者福祉介護計画並びに高齢者福祉施策及び介護保険事業の

総合的かつ計画的な推進に関する事項につき、市長の諮問に応じて調査審議し、その結果

を報告し、及び必要と認める事項について意見を具申するものとする。 

（委員） 

第３条 委員会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱す

る。 

(１) 医師 

(２) 歯科医師 

(３) 薬剤師 

(４) 理学療法士 

(５) 介護支援専門員 

(６) 介護老人福祉施設の管理者 

(７) 介護老人保健施設の管理者 

(８) 地域密着型サービス事業所の管理者 

(９) 社会福祉士 

(10) 民生委員 

(11) 社会福祉法人小田原市社会福祉協議会の役員 

(12) 住民組織の役員 

(13) 介護保険法（平成９年法律第123号）第９条第１号に規定する第１号被保険者 

(14) 介護保険法第９条第２号に規定する第２号被保険者 

(15) 公募市民 

(16) 学識経験者 

(17) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

２ 委員の任期は、委嘱の日の属する年度の翌々年度の末日までとする。ただし、委員が欠

けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

資料 １ 
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３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

４ 委員長及び副委員長の任期は、委員の任期による。 

（会議） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（部会） 

第６条 委員会に部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、委員長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、当該部会に属する委員の互選により定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会における調査審議の経過及び結果を委員会に報告

しなければならない。 

５ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうちから部会

長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

６ 前条の規定は、部会の会議について準用する。 

（関係者の出席） 

第７条 委員会又は部会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のあ

る者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らし、又は自己の利益のために使用してはならな

い。その職を退いた後も、また同様とする。 

（庶務） 

第９条 委員会及び部会の事務は、福祉健康部高齢介護課において処理する。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会

に諮って定める。 

附 則 

１ この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行後最初に委嘱される委員の任期は、第３条第２項本文の規定にかかわら

ず、委嘱の日の属する年度の翌年度の末日までとする。 

附 則（令和７年５月14日規則第28号） 

この規則は、公布の日から施行する。 



 

 

小田原市高齢者福祉・介護保険事業推進委員会委員名簿 

 

介護現場のあり方検討部会 部会員名簿 
 

 

 

事務局名簿 

所属 職名 氏名 

高齢介護課 高齢介護課長 大野 修司 

 介護給付・認定担当課長 林  万里 

 副課長（地域包括支援係長事務取扱） 黄金井 進一 

 高齢者福祉係長 菊川 香織 

 介護給付係長 村岡 慎介 

 介護給付係長 東  達也 

 

 選 出 区 分 団 体 名 役職名等 氏名（敬称略） 

１ 理学療法士 
一般社団法人 神奈川県西地区リ
ハビリテーション協議会 

相談役 露 木 昭 彰 

２ 介護支援専門員 
一般社団法人 ケアネットＯＨＭ
Ｙ 

理事 山 本 玲 子 

３ 
介護老人保健施
設の管理者 

西湘地区介護老人保健施設事務連
絡協議会 

副会長 鈴 木 慎 一 

４ 
地域密着型サー
ビス事業所の管

理者 

小田原市グループホーム・小規模
多機能連絡会 

代表 川 井 悠 司 

資料 ２ 

 



介護現場のあり方検討部会の公開について 
 

１ 部会の公開 

本部会の公開については、「小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱（別添）」 

に基づいた対応とする。 

 

２ 傍聴希望への対応 

（１）部会開催の周知 

  部会の開催に当たっては、市ホームページで部会日程及び傍聴について周知する。 

（２）傍聴人数 

  傍聴人数は ５人以内とするが、会場の広さを考慮し、各回で人数を決定する。 

（３）傍聴者名簿への記入及び注意事項 

  傍聴者は傍聴者名簿に必要事項を記入し、傍聴についての注意事項を確認した上

で、指定された場所で傍聴する。 

（４）会議資料の配付 

  当日の会議資料は傍聴者にも原則として配付するが、配布が困難な場合は会場に 

備え、傍聴者の閲覧に供するものとする。 

 

３ 会議録の公開 

  会議録は、市役所４階行政情報センター及び市ホームページで閲覧に供するもの

とする。 

資料 ３ 

 



小田原市審議会等の会議の公開に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、小田原市情報公開条例（平成14年小田原市条例第32号。以下「条例」という。）

第24条の規定に基づく審議会等の会議の公開に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（会議の公開の可否等） 

第２条 審議会等は、会議を開催する場合は、あらかじめ当該会議の公開の可否について、決定し

ておかなければならない。ただし、公開を決定した会議の開催中において、当該会議を公開しな

いこととするべき事由が生じたときは、当該審議会等の定めるところにより、当該会議を公開し

ないことができる。 

２ 審議会等は、当該審議会等の会議の全部又は一部を公開しない場合は、その理由を明らかにし

なければならない。 

（会議開催の事前公表） 

第３条 審議会等は、会議を開催する１週間前までに、審議会等の会議開催のお知らせ（様式第１

号）を行政情報センターに備え置き、閲覧に供するとともに、その内容を本市のホームページに

掲載するものとする。ただし、緊急に審議会等の会議を開催する必要が生じたときは、この限り

でない。 

２ 審議会等は、会議を開催する場合は、事前に会議名、開催日時、担当室課名その他の必要な事

項を広報おだわらに掲載し、会議開催の周知に努めるものとする。ただし、緊急に審議会等の会

議を開催する必要が生じたときは、この限りでない。 

（会議の傍聴等） 

第４条 審議会等の会議の公開は、当該会議の傍聴を希望する者にその傍聴を認めることにより行

うものとする。 

２ 前項の場合において、審議会等は、傍聴を認める者（以下「傍聴者」という。）の定員を決め

ることができる。 

３ 前項の規定により、傍聴者の定員を決めた会議において、傍聴を希望する者が定員を超えると

きは、先着順により傍聴者を決するものとする。ただし、審議会等が必要と認めるときは、抽選

その他の方法によることができる。 

４ 審議会等は、会議の公開に当たっては、会議が公正かつ円滑に行われるよう、傍聴に係る手続、

遵守事項等を定め、当該会議の開催中における会場の秩序の維持に努めるものとする。 

（会議資料の提供） 

第５条 審議会等の会議を公開するに当たっては、当該会議に付する会議資料（条例第８条各号の

いずれかに該当する情報が記録されている部分を除く。）を配布するものとする。 

２ 前項の場合において、図面、地図、写真、報告書又は大量な会議資料その他の配布することが

困難である会議資料については、当該会議が終了するまでの間、当該会議を行う場所に備え置き、

傍聴者の閲覧に供することにより行うことができるものとする。 

（会議録等の公開） 

第６条 審議会等は、会議の終了後、速やかに、当該会議に係る審議会等の会議開催状況報告書（様

式第２号。この条において「報告書」という。）及び会議録を作成し、報告書にあっては、前条

第１項の会議資料を添えて、会議録にあっては、その写し（会議を公開しないこととした場合及

び条例第８条各号のいずれかに該当する情報が記録されている部分を除く。）を総務部行政総務

課に提出しなければならない。 

２ 前項の規定により提出された書類は、当該会議を開催した日の属する年度の翌年度の末日まで、

行政情報センターに備え置き、閲覧に供するものとする。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、審議会等の会議の公開等に関し必要な事項は、審議会等が

別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成16年３月１日） 

この要綱は、平成16年３月１日から施行する。 

別添 



介護現場のあり方について

資料４
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■部会設置及び検討スケジュールについて

課題① 人材不足が続く介護現場のあり方

・生産年齢人口の減少と要支援・要介護認定者の増加が続くことを踏まえると、必要な介護職員を人材確保のみで充足する

ことは、非常に困難である。

・介護予防・日常生活支援総合事業をはじめとした専門職以外による支援もますます重要になってくる中で、専門職が果たす

役割について、あらためて整理する必要がある。

・業務効率化・ＤＸ導入といった生産性向上の取組による介護現場の負担軽減の取組は、十分とはいえないのではないか。

・要介護度の維持・改善に向けた取組のあり方を検討していくことも重要。

課題② 介護予防の取組の再整理と制度的立て付けの見直し

• 介護予防の取組は、介護状態の発生を未然に防ぐ重要な役割を担っているが、現行の市の施策事業においては、実施主体

や支援の手法が体系的に整理されておらず、現場ではその実施が十分に果たし切れていない。

•地域包括支援センターのヒアリングでは、介護予防ケアマネジメント業務が大きな負担感となっており、要介護前段階にある

高齢者の多様なニーズへの対応が、限られた人員体制の中で困難となっている実情が共有されている。

• 総合事業や介護予防ケアマネジメントを含む介護予防の取組全体について、実施主体や事業の連携について再整理すると

ともに、関係主体の役割や地域との連携のあり方を再定義し、持続可能な体制構築に向けた見直しを進める必要がある。

特に２つの課題に実行的な取組が必要。◆ 第９期計画における課題

R7.7.17第４回小田原市高齢者福祉・
介護保険事業推進委員会資料から抜粋
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◆ 部会構成及び部会員名簿

選 出 区 分 団 体 名 役職名等 氏名（敬称略）

１ 理学療法士 一般社団法人 神奈川県西地区リハビリテーション
協議会

相談役 露 木 昭 彰

２ 介護支援専門員 一般社団法人 ケアネットＯＨＭＹ 理事 山 本 玲 子

３ 介護老人保健施設の管
理者

西湘地区介護老人保健施設事務連絡協議会 副会長 鈴 木 慎 一

４ 地域密着型サービス事業
所の管理者

小田原市グループホーム・小規模多機能連絡会 代表 川 井 悠 司

選 出 区 分 団 体 名 役職名等 氏名（敬称略）

１ 介護老人福祉施設の管理者
一般社団法人 神奈川県高齢者福祉施設協議会 小田原・
足柄地区福祉施設連絡会

理事 関 田 智 彦

２ 社会福祉士 公益社団法人 神奈川県社会福祉士会
西湘支部
顧 問

山 﨑 由 恵

３ 民生委員 小田原市民生委員児童委員協議会 副会長 瀬 戸 昌 子

４
社会福祉法人小田原市社会

福祉協議会の役員
社会福祉法人 小田原市社会福祉協議会 副会長 下 田 成 一

５
介護保険法第９条第２号に規

定する第１号被保険者
小田原市老人クラブ連合会 副会長 宮 本 多喜子

６ 公募市民 露 木 幹 也

地域包括ケア推進部会 部会員名簿

介護現場のあり方検討部会 部会員名簿
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◆ 部会検討スケジュール

令
和
７
年
度

７月
第４回

７月10日
○計画（（第９期計画の進捗、第10期の方向性、部会の設置、ビジョン）
●包括（前年度活動実績と運営評価、当年度活動計画）

８月 部会①
検討体制・スケジュール等について

庁内ワーキングの検討結果報告

10月 部会② 庁内ワーキングの検討結果報告

11月 第５回
○計画（部会ワーク結果、基本方針案）
●包括（取組状況）／ ◎事業所指定

１月 部会③ 庁内ワーキングの検討結果報告

２月 第６回
○計画（部会ワーク結果、ニーズ調査等結果）
●包括（取組状況、来年度事業計画）／ ◎事業所指定

令
和
８
年
度

４月 部会④ 庁内ワーキングの検討結果報告

５月 第７回
○計画（前年度結果と当年度取組、第10期計画策定検討）
●包括（前年度活動実績と運営評価、当年度活動計画） ／ ◎事業所指定

６月 第８回 ○計画（第10期計画策定検討）

７月 部会⑤ 庁内ワーキングの検討結果報告

８月 第９回 ○計画（第10期計画策定検討）

11月 第10回
○計画（第10期計画策定検討）
●包括（取組状況）／◎事業所指定

２月 第11回
○計画（第10期計画策定検討※最終）
●包括（取組状況、来年度事業計画） ／ ◎事業所指定 3



〇介護現場のあり方検討部会

1 介護人材の確保・育成に向けた取組の検討

① 既存の介護人材確保・育成施策の振り返り

② 人材確保の課題を抱える介護事業者に対する、待遇改善や諸手当支給への財政的支

援の検討

2 
地域住民等で行う支援と、専門職でないと行う

ことができない支援の整理

① 主に介護予防・日常生活支援総合事業の領域において、「専門職が行う必要がある

（専門職が行うことが著しく効果的、等）支援」の整理

② 介護予防・日常生活支援総合事業における「緩和した基準によるサービス」の検討

3 介護現場の生産性向上に係る市の取組の検討

4 自立支援・重度化防止に向けた取組のあり方 要介護・要支援から自立へと機能回復するプロセスへの支援

◆ 庁内ワーキングチーム

〇地域包括ケア推進部会

１
介護予防に対する連携促進のための体系の確

立

①介護予防に関する取り組みの役割の可視化

(高齢介護課、健康づくり課、包括支援センター、社会福祉協議会)

②一般介護予防事業の見直し(受益者負担の検討など）

２ 地域包括支援センターの負担軽減と強化
①地域活動、総合相談に注力するための機能強化の検討

②介護予防ケアマネジメント事業の負担軽減策の検討

３ 地域との連携の在り方 市の事業と地域のインフォーマルサービスとの関係の整理

4
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2025年 2040年

介護需要 介護専門職人材

・2025年現在、要介護認定者数(要支援
１～５)は11,149人【第９期計画】
→人材は≪ギリギリ足りている≫状況
→すでに「ヘルパーが希望通り入れな
い」などの声も

・一方、2040年には介護認定者数が
12,952人へ増加する見込み【第９期計
画】

・国の最新の推計で2023年、24年比で
介護人材が3.1万人≪1.35％≫減少して
いる見込み。
→同割合での減少を見込む場合、2025
年を100とした場合、2040年は81.61と
なる。

⇒以上のことを計算すると2040年に約
3,850人が『介護を受けたくても受けれ
ない』状態となる。

11,149

12,952

9,099

介護サービスを
受けたくても
受けられない層

2025年 2040年

介護需要 介護専門職人材

…①介護予防改革
≪介護需要の逓減≫

…②サービス改革
≪専門職から地域移行≫

…③介護人材改革
≪担い手の維持≫
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持続可能な介護体制の構築

専門職の強化

人材確保の取り

組み

仕事の効率化

自立支援

専門職から地域へ

既存サロン等へ

の支援

新たな担い手の

発掘

介護保険に関す

る市民理解

介護予防の促進

プロセスの明確

化・連携の深化

事業の効果的な

運用

包括センターの機

能強化と負担軽減

介護現場のあり方検討部会地域包括ケア推進部会

両部会で検討するべきテーマについて
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フ
レ
イ
ル
状
態

介
護
申
請

お守り認定

介護サービスを使わずに、念のために認
定を所有している状態。認定事務に費用
がかかっている。

サービスA

緩和された基準で専門職外でも行うこと
ができるサービス。受け皿がなく、活用
例が少ない。

サービスB

ボランティアを含む住民団体が行う生活
援助サービス。活用が限定的。

サービスC

年間８コースの教室形式で開催。参加者
は限定的であり、介護予防事業との親和
性が低い。 ・かざまつりいきいきクラブ

・フラワークラブ
・ふじみボッチャの会

国基準型サービス

専門職が従来の基準で行うサービス。現
在、要支援者の大部分が利用。
介護人材のひっ迫を考えると今後同様に
は使えないのでは！？

要介護状態

卒業

少ない…

地域活動団体
の立ち上げ

現状

総合事業の『器』を市で用意し、幅広い選択肢を用
意。しかし、サービスABは担い手が限定的であるこ
と、サービスCは教室形式で対象者・開催時期が限定
的であることから、ほとんどの市民が従来型サービ
スに流れている。
また、介護認定を受けたがサービス未利用の状況
【お守り申請】もいるが、介護予防に資する啓発は
乏しい。
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フ
レ
イ
ル
状
態

申
請
の
フ
ィ
ル
タ
ー

サービスC
要支援者等が、三か月間集中的に取り組
み、その後は自助や互助につなげる

サービスA
実施団体の確保

サービスB
実施団体の拡充、機能強化

一般介護予防事業
地域の介護予防(自助・互助)

国基準型サービス

介
護
申
請

自
立

連
携

新規地域活動団体
の立ち上げ

対象者の
絞り込み

自立

要介護
状態

介護にならず、
介護保険を
卒業するため
の仕組み

やむを得ない場合以外は利用しない

２層
Co

必要な人にきちん
と専門職が支援 理想の姿

限られた資源を、効率的効果的に活用するために、
コストカットと自立に向けたプロセスを明確化する。
身体の衰えを感じた人すべてが介護申請につながる
のではなく、申請時にフィルターをかけ、地域のイ
ンフォーマルや、一般介護予防事業につなぐ。
そのうえで、支援認定や事業対象者は原則として
サービスCを利用した時限的なサービスを行う。
従来型やサービスAの利用には一定の条件を定める。

8



（１） 介護人材の確保・育成に向けた取組の検討

ア 既存の介護人材確保・育成施策の振り返り

イ 人材確保の課題を抱える介護事業者に対する、待遇改善や諸手当支給への財政的支援の検討

現状

・これまでも各種の介護人材確保に係る施策を行ってきた。

※別添１「介護人材確保に関する事業の進捗状況について」参照

課題の共有

・「これをやれば人材不足は解決」という施策はない。

・今後も状況に応じ、必要な介護人材確保・育成施策を行う必要がある。

・必要な介護職員を「人材確保」のみで充足することは、非常に困難。

9



（２） 地域住民等で行う支援と、専門職でないと行うことができない支援の整理

ア 主に介護予防・日常生活支援総合事業の領域において、「専門職が行う必要がある（専門職が行う

ことが著しく効果的、等）支援」の整理

課題

・次期改定で、総合事業の対象が、「要介護１・２」の方まで拡大される可能性。

・本市における基準緩和型サービス・住民主体型サービスの利用は低調（担い手

がいない）。

・介護人材不足の中、総合事業の担い手は、「専門職以外」が基本になってくる。

検討

・主に介護予防・日常生活支援総合事業の領域において、「専門職が行う必要が

ある（専門職が行うことが著しく効果的、等）支援」は何か？

10



（２） 地域住民等で行う支援と、専門職でないと行うことができない支援の整理

イ 介護予防・日常生活支援総合事業における「緩和した基準によるサービス」の検討

課題

・「第９期おだわら高齢者福祉介護計画」において、「訪問型サービスで生活援助のみを利用する

場合は原則、基準緩和型サービスや住民主体型サービスを利用する」こととしたが、担い手の受け

皿となる事業者・団体が見つからず、実行に移せていない。

・要介護１・２も総合事業に移行した場合、生活援助のみの利用者は、数倍になる。

検討

・担い手を安定的に供給できる体制をどのように確保するか。

・現行の「基準緩和型サービス」「住民主体型サービス」の枠組みを見直す必要はないか。

11



（３） 介護現場の生産性向上に係る市の取組の検討

課題

・人口減少の中、限られた人数で専門性の高い介護サービスを提供するために

は、介護現場の生産性向上は重要である。

・生産性向上・業務効率化・ＤＸ導入といった生産性向上の取組による介護現

場の負担軽減の取組は、十分とはいえないのではないか。

検討

・神奈川県においては、介護生産性向上総合相談センターを設けるなどして、

主に介護ロボット・ＩＣＴ分野における生産性向上を推進する取組を行って

いる。

・神奈川県が行っている取組とは別に、市が独自に行うことが効果的と考えら

れる生産性向上のための取組はあるか。
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(4) 自立支援・重度化防止に向けた取組のあり方

ア 要介護・要支援から自立へと機能回復するプロセスへの支援

課題

・要介護状態区分の維持・改善することは、本人の生活の質、保険給付費の抑制、介護サービス供

給体制の維持など、様々な観点から、非常に重要である。

・一方で、要介護状態区分の改善は、肯定的に受け止められない場合が多い。

（本人・家族→使えるサービスの量が減る 事業者→介護報酬が減る）

・介護報酬において利用者の自立支援・重度化防止につながるサービスの提供を事業所に促すイン

センティブとして、「ＡＤＬ維持等加算」が、平成30年度から導入されているが、算定している

事業所は少ない。

検討

・他自治体においては、自立支援・重度化防止に向けた独自のインセンティブを設けている事例が

ある。

・独自にインセンティブを設けることが更なる自立支援・重度化防止につながるのかどうか、また、

どのようなインセンティブの設定が効果的なのか、検討したい。
13



1 

 

介護人材確保に関する事業の進捗状況について 

 

令和５年度に介護人材確保に関して、新規実施、既存事業の拡充等についてヒアリングを行った。 

 

【すでに取り組んだ事項】 

実施検討事業 ヒアリングでの具体的な提案内容など 進捗状況 

介護サービスの適正利用

に係る市民への意識啓発

（広報おだわらへの記事

掲載等） 

要介護認定者が増えると、１人当たりの介護

保険料が増えることをより積極的に市民に伝

えるべきである。 

介護の日に合わせて、意識啓発を図るための記事を掲載してい

る。 

令和６年度は、介護保険料改定に合わせて広報おだわら６月号

に記事を掲載した。令和７年度も 11月号に掲載予定。 

雇用創造フォーラムの開

催 

令和６年２月に雇用創造フォーラムが小田原

市で開催されるため、今後の施策のひとつと

して含めるのが良い（県事業）。 

市からもメールにより市内事業所に対しフォーラムの開催につ

いて周知した。 

職業訓練校（技術校）へ

の働きかけ 

職業訓練校の出席者に対して講義を行うと、

介護に対する認識の狭さがうかがえるため、

現場を見てもらい、どのような働きかけで利

用者がどのような反応をするかを見せるのが

よい。また、小田原に来てもらうよう、市内

の施設見学（市から、訓練校に対して小田原

市内への実習）依頼をして、呼び込むのはど

うか。訓練校の先生方は実習先を探すことが

負担であることから、見学・実習の費用補助

やバスツアーの開催が良いと思う。 

ケアワーカーコース訓練生が、自発的な学習を目的として個々

に介護施設等の訪問を希望した際に、本市の受け入れ可能な施

設等について、訓練生に情報提供することとした（市内事業所

に照会を行い、完成した一覧を訓練校宛てに提供済み）。 

外国人介護人材の居住確

保に向けた不動産業界と

の連携（空き家・賃貸） 

外国人介護人材の受入に関する困りごととし

て、法人が家賃を負担しなければならない、

不動産業者が賃貸住宅を貸してくれないこと

などがある。 

令和 7年３月に神奈川県宅地建物取引業協会小田原支部と外国

人介護人材の住宅確保に関する連携協定を締結した。令和７年

７月までに２介護事業者から物件相談があった。 

別添 １ 

 



2 

 

児童・生徒に対する、介

護を体験する機会の創設 

若い時の体験が、職業選択のためのひとつの

要素になっているため、中学生を対象とした

就職経験・体験が良い。若い時に福祉・介護

の視点を持っておくことが必要。中学校の授

業カリキュラムに必ず福祉体験を入れる、と

いうのが良いのでは。 

令和２年度から出前講座（講師を学校に派遣し、介護に関する

講義を行うもの）を行っており、その一環として中学校生徒が

介護保険事業所を訪問する形式も可能としている。しかし、生

徒が事業所訪問する形式の講座の開催実績はなく、学校派遣型

の実績も毎年１校程度となっている。 

教育指導要領で定めるカリキュラムに対して年間授業時数に余

裕がないことなどから、学校からの派遣要望は少ない。 

PR動画の作成 民間事業者の活動報告を市が管理して発信し

ていくなど、事務的な部分を市が支援するの

はどうか。また、介護が大変というイメージ

を払拭したいため、活動的な様子を見せてい

くのが良い。外国人に対しても、一緒に働く

日本人の姿を見せていくと良い。 

市長がサービスを体験する等の内容の動画を作成し、介護職の

魅力発信・普及啓発動画を発信した。（令和 6年 5月まで配

信） 

 

【調整中の事項】 

実施検討事業 ヒアリングでの具体的な提案内容など 進捗状況 

総合事業の推進 他市では基準緩和型サービスを活用し、訪問

介護員以外による訪問型サービスを推進して

いる。 

引き続き、基準緩和型サービス及び住民主体型サービスに多様

な主体が事業者として参入することを促進するため、基準緩和

型サービス従事者研修を開催する。なお、買い物や洗濯、調理

等の生活援助のみを利用する場合の訪問型サービス事業につい

ては、原則、市の研修修了者が提供できる基準緩和型サービス

や住民主体型サービスを利用する方針とすることについて、第

９期おだわら高齢者福祉介護計画に記載した。 

外国人介護人材の住居確

保に向けた市営住宅の活

用 

外国人介護人材の受入に関する困りごととし

て、法人が家賃を負担しなければならない、

不動産業者が貸してくれないことがある。 

空き室の多い高層階の市営住宅の活用に向けて、財源確保策に

ついて検討中。 



3 

 

好事例の紹介 新任の職員に関東圏内（都会）で５年程度働

いてもらい、最新の知識と経験を地方の地元

に持ち帰ってもらう、というパターンを具体

化しようとする例があるため、切り口のひと

つとして検討してもよいのではないか。 

令和６年度に、各事業者の改善事例共有を行うため市内介護事

業所に事例収集を依頼したが、共有すべき事例が集まらなかっ

た。 

 

【取組を見送った事項】 

実施検討事業 具体的な提案内容など 進捗状況 

中小企業等の定年退職者

の介護業界への参入促進 

定年退職後の再就職先として、介護業界とい

う選択肢があることを認識してもらう必要が

ある。 

産業政策課と調整し、面接会の開催を検討したが、意見交換

会において「現地開催の需要は低い」との意見を多数受けた

ため、実効性がないと判断。 

介護分野の監理団体

（※） 

介護関係の監理団体を小田原でつくると良い

のでは。 

市内に所在する監理団体は３団体。 

個別にヒアリングしたところ、介護分野を取り扱っているの

は１団体。市内での実績はないが、依頼があれば対応可能と

のこと。 

市全体での研修の支援 事業者側でも、市事業者全体での採用など、

具体的なアクションを今後行っていく必要が

あると考える。そのなかで、例えば研修につ

いて講師費用は市が負担し参加者の費用は抑

えるなど、力を合わせて仕掛けをしていくの

が良いのでは。市としても大きなアピールに

なると思う。 

市では、令和３年度から介護保険事業所に勤務する一般職員

に対し接遇研修等を実施し、職員の資質向上に向けた取組を

支援することを目的として研修講師の派遣事業を行っている

が、派遣希望がない状況である。 

市では「キャリアアップ補助金」により、既に研修費用を一

部負担しているため、本補助金を積極的に利用してほしい。

なお、令和６年度からは介護支援専門員更新研修を新たに対

象としたほか、補助上限を１事業所あたり５万円とした。 

R4 ５事業所、R5 ５事業所、R6 10事業所 

外国人介護人材の導入コ

ストに対する補助金 

外国人介護人材の導入及びその育成に費用が

かかる点が阻害要因となり、導入していない

法人が多数あるため、補助金を支給してはど

うか。 

令和６年度から外国人人材の円滑な受入体制の整備を支援す

ることを目的として、受入を検討する市内の介護保険事業所

等に対し、技能実習生の受入に係る調整等を行う監理団体な

どを講師として派遣し、外国人人材の受入に関する情報提供

を行う事業を開始したが、希望がなく、実績なし。 



4 

 

物品バンクの運営 職員の住まいは確保できたが、家財が用意で

きないとケアマネジャーに対し声がかかるこ

とがある。すでに社協で様々な不用品の斡旋

などをしているため、（社協の）既存事業を拡

大してはどうか。 

対応保留 

説明会・面接会（オンラ

イン） 

近年は就職先を探す場合、説明会等の現地に

足を運ぶことは少なく、インターネットで探

すことが多い。市のホームページなどに求人

欄があると良いが、ネット上で面接会や Web

説明会であれば簡単に行えるのではないか。 

対応保留 

 

【ヒアリング以外の事項】 

事業名 具体的な内容 検討・進捗状況 

スケッター 介護事業所における資格がなくても行うこと

ができる仕事と有償ボランティアをマッチン

グすることで、介護事業所の人手不足解消を

図るとともに、高齢者の健康増進・幅広い世

代の社会参加を進める。 

令和６年 11月にマッチングシステムの提供事業者との連携協

定を締結。協定に基づき令和 7年９月まで事業所負担金なしで

トライアル実施中。 

令和７年５月 16日現在、有償ボランティアの登録数は 173

人、利用事業所は 24事業所である。 

介護事業者に対する、待

遇改善や諸手当支給への

財政的支援の検討 

市が独自に待遇改善や諸手当支給への財政的

支援を行うことはできないか 

本市の介護職員約 3,700人（推計値）に月 1万円の処遇改善を

行うためには年間約 4億 4,400円要する。 

 



介護予防・日常生活支援総合事業で提供されるサービス（小田原市）

区分 概要 提供者 サービス名称 内容

国基準型
以前の介護予防訪問
(通所)介護と同じ
サービス

介護事業所

国基準訪問型サービス 以前の介護予防訪問介護と同一。

国基準通所型サービス 以前の介護予防通所介護と同一。

基準緩和型 市独自の基準による
サービス

法人（介護事業所
に限定しない）

基準緩和訪問型サービス 身体介護を除く掃除などの生活援助のみ。

基準緩和通所型サービス 入浴、排せつ、食事等の介助を行わない
ミニデイやサロンの運営。

住民主体型 市独自の基準による
住民主体のサービス

特に制限なし。
(住民組織を想定)

住民主体訪問型サービス 身体介護を除く掃除などの生活援助のみ。

住民主体通所型サービス 入浴、排せつ、食事等の介助を行わない
ミニデイやサロンの運営。

1
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国基準型サービスの内容について

 以前まで提供されていた介護予防訪問介護や介護予防通所介護と同じサービス。
 自宅でサービスを受ける「国基準訪問型サービス」と自宅から通う「国基準通所型サービス」がある。

・入浴介助などの身体介護や掃除・洗濯などの生活援助の両方、またはいずれかを提供するもの。サービス提供に対して、利
用者からの自己負担のほか、市から報酬が支払われる。（これまでの介護予防訪問介護と内容や基準は変わらない。）

国基準訪問型サービス

・施設に通って、日常生活上の世話や機能訓練などを提供するもの。サービス提供に対して、利用者からの自己負担のほか、
市から報酬が支払われる。（これまでの介護予防通所介護と内容や基準は変わらない。）

国基準通所型サービス

《サービスの具体例》

訪問介護員による
入浴等の介助

訪問介護員による
食事の準備や調理

訪問介護員による
掃除や洗濯

《サービスの具体例》

機能訓練 食事や入浴の介助レクリエーション

2



サービスの内容について
 市の指定する研修の修了した者が提供するサービス。小田原市独自のサービス。
 自宅でサービスを受ける「訪問型サービス」と自宅から通う「通所型サービス」がある。
 基準緩和型は法人の従業員が、住民主体型は住民などの団体がサービスを提供する。

・掃除・洗濯などの生活援助を提供するもので、入浴介助等の身体介護は行わない。サービス提供に対して、利用者からの自
己負担のほか、市から報酬が支払われる。（これまでの介護予防訪問介護の基準を緩和したサービス。）

訪問型サービス

・施設に通って、日常生活上の世話を提供するもの。食事・入浴の介助等は行わない。サービス提供に対して、利用者からの
自己負担のほか、市から報酬が支払われる。（これまでの介護予防通所介護の基準を緩和したサービス。）

通所型サービス

《サービスの具体例》

市指定研修修了者
による掃除や洗濯

市指定研修修了者
による食事の準備
や調理

《サービスの具体例》

簡単な体操などの
運動

レクリエーション

3



総合事業の利用状況について

「おだわら高齢者福祉介護計画」における見込量と実績の推移

4

※令和４年度以前の見込量は第８期計画、令和５年度以降の見込量は第９期計画において設定したものであるため、
令和５年度から６年度にかけて、見込量の数値が大きく変動しています。



神奈川県

介護生産性向上推進事業について
介護生産性向上推進事業

介護生産性向上推進事業の目的

介護ロボット・ICTを活用した介護現場の生産性向上

　急速な高齢化により介護サービスに対する需要が増加・多様化する一方、生産年齢人口は急減している中で、介護ロボッ
ト・ICTの導入することで、介護職員の身体的・精神的負担軽減を図り、介護現場に時間的・心理的余裕を生じさせ、利用者
へのサービスの質を向上させることが重要です。

介護生産性向上推進事業の取組

介護生産性向上総合相談センター

介護事業所における介護ロボット・ICTの導入を主とした生産性向上に関する各種相談をお受けします！

介護ロボット・ICTの導入支援

介護ロボット・ICT導入支援事業

介護ロボット・ICT等の導入に補助金を交付します！

ケアプランデータ連携システムの活用促進モデル地域づくり事業

ケアプランデータ連携システムの活用促進に向けた事業に補助金を交付します
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介護現場革新会議

 

福祉関係者、中小企業支援や雇用などの多様な関係団体・有識者からなる「介護現場革新会議」を開催し、地域における介護
現場の課題に即した対応方針や計画、介護生産性向上総合相談センターの運営方針について取りまとめます。

介護ロボット・ICTに関する様々な施策（リンク集）

高齢福祉課以外に神奈川県で行っている施策

神奈川県産業労働局産業振興課

急速に進む高齢化や、自然災害から県民のみなさんの「いのち」を守るため、生活支援ロボットの実用化・普及を進めていま
す。

（別ウィンドウで開きます）

国で行っている施策

厚生労働省

（別ウィンドウで開きます）

県内市町村で行っている施策

横浜市

40歳以上の中高齢者、または外国人を雇用した法人に対して介護ロボット等の導入を支援します。

（別ウィンドウで開きます）

他機関で行っている施策
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（1）公益財団法人テクノエイド協会

福祉用具に関する調査研究及び開発の推進、福祉用具情報の収集及び提供、福祉用具の臨床的評価等を行うことにより、福祉
用具の安全かつ効果的な利用を促進し、高齢者及び障害者の福祉の増進に寄与することを目的としています。

（別ウィンドウで開きます）

（2）国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）

国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）によるロボット介護機器開発・導入促進事業の推進支援とその成果の広報
を主要な目的とし、加えて介護用ロボットの社会的認知と普及に貢献することを目指しています。

（別ウィンドウで開きます）

　

健康・福祉

このページに関するお問い合わせ先

福祉子どもみらい局 福祉部高齢福祉課
福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課へのお問い合わせフォーム
　

このページの所管所属は福祉子どもみらい局 福祉部高齢福祉課です。

.

ページの先頭へ戻る

© 1995 Kanagawa Prefectural Government.

〒231-8588 神奈川県横浜市中区日本大通1  045-210-1111（代表） 法人番号：1000020140007
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神奈川県

かながわ介護スマート相談室（介護生産性向上総合相
談センター）
令和７年６月に「介護生産性向上総合相談センター」の愛称が「かながわ介護スマート相談室」に決定しました。

令和6年度より、「かながわ介護スマート相談室（介護生産性向上総合
相談センター）」を開設いたしました！

「かながわ介護スマート相談室（介護生産性向上総合相談センター）」設置の目
的

　急速な高齢化により介護サービスに対する需要が増加・多様化する一方、生産年齢人口は急減している中で、介護サービス
の質の確保を図りながら、介護職員の働く環境改善を推進する必要があります。

　また、介護ロボット等のテクノロジーを活用し、業務の改善や効率化を進めることにより、職員の業務負担の軽減を図ると
ともに、業務の改善や効率化により生み出された時間を直接的な介護ケアの業務に充て、利用者と職員が接する時間を増やす
など、介護サービスの質の向上に繋げていくことが重要です。

　そこで、介護事業所における介護ロボット・ICTの導入を主とした生産性向上に資する取組を支援するために、ワンストッ
プ型の相談窓口を設置いたしました。

　また、当センターの取組を介護現場に携わる方々にもっと知っていただくとともに、介護生産性向上の取組に関して気軽に
相談いただける窓口となることを目指して、公募のうえ、令和7年6月に「かながわ介護スマート相談室」の愛称が決定しま
した。

　愛称応募者：米井　寛さん

　法人名：社会福祉法人啓生会（理事長　井上　洋明）　

「かながわ介護スマート相談室（介護生産性向上総合相談センター）」相談窓口

公益社団法人かながわ福祉サービス振興会

事業推進部業務支援課（委託先）

〒231-0023　横浜市中区山下町23番地　日土地山下町ビル9階

電話：045-662-9538
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「かながわ介護スマート相談室（介護生産性向上総合相談センター）」の主な事
業内容

介護ロボットの試用貸出

試用貸出期間を2週間～1ヶ月とし、介護ロボットの試用貸出を実施いたします。

※介護事業所等に費用負担はありません。

 

介護事業所への業務アドバイザー

次の(1)～(4)に関する取組を行うことにより、介護事業所の課題に対応した介護ロボット・ICT導入等に関する助言等の支援
を行います。

(1)介護ロボット・ICTの活用についての相談対応

相談内容に応じ、可能な限り具体的な解決策を提示いたします。

(2)介護ロボットを導入しようとする県内の介護事業所に対する伴走支援（タイプA）

介護ロボットを導入しようとしている県内の介護事業所に対して、個別に施設における課題の見える化、課題を踏まえた適切
な介護ロボット等の選定に関する助言等の支援を行います。

(3)既に介護ロボットを導入している県内の介護事業所に対する伴走支援（タイプB）

過年度に介護ロボット導入支援補助金を活用して、介護ロボットを導入したが活用頻度や成果が十分ではないと感じている県
内の介護事業所に対して、個別に助言等の支援を行います。

(4)介護ロボット導入のパッケージモデル等の普及のための研修会の実施（年度内3回実施予定）

パッケージモデル等でまとめられた、現場の課題とそれに応じた介護ロボットの選定、介護ロボット導入時の留意事項、介護
ロボット導入による効果等について説明いたします。

 

伴走支援事業所による成果報告会の開催

伴走型の支援により、介護ロボット・ICT等を導入し、介護現場の生産性が向上されたモデル事業所の成果報告会を、令和7
年2月28日に開催いたしました。

伴走支援タイプA

業務アドバイザーが対象施設に対して、課題の見える化からその課題に応じた介護ロボット等の介護テクノロジーの選定・運
用まで伴走型の支援を行いました。

（業務アドバイザーによる伴走支援概要報告は、こちら（PDF：4,811KB））

法人名 施設名 所在地 HP 成果報告会資料

医療法人勝又
介護老人保健施設あじさい
の郷

開成町
https://katsumata-mc-hp.jp/ajisai
nosato/

報告資料（PD
F：780KB）

社会福祉法人中川徳生
会

特別養護老人ホームビオラ
市ケ尾

横浜市
https://nakagawa-tokushokai.com/
main/office/viola_ichigao.html

報告資料（PD
F：1,364KB）

社会福祉法人麗寿会
社会福祉法人麗寿会ふれあ
いの麗寿　ユニット型

茅ヶ崎市 https://www.reijukai.or.jp/
報告資料（PD
F：1,059KB）
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社会福祉法人いきいき
福祉会

特別養護老人ホームラポー
ル藤沢

藤沢市
https://www.rapport.or.jp/facility_
search/fujisawa_zengyo/

報告資料（PD
F：1,781KB）

医療法人社団廣風会
介護老人保健施設ラ・クラ
ルテ

横浜市 https://hc-mugi.com/
報告資料（PD
F：1,713KB）

神奈川県厚生農業協同
組合連合会

介護老人保健施設　ほほえ
みの丘

伊勢原市
https://www.kouseiren.net/hohoe
mi/

報告資料（PD
F：1,821KB）

 

伴走支援タイプB

令和5年度補助金を活用して介護ロボットを導入したものの、成果が十分ではない等と感じている対象施設に対して、介護ロ
ボットの有効活用及び生産性向上を目指し、業務アドバイザーが伴走型の支援を行いました。

（業務アドバイザーによる伴走支援概要報告は、こちら（PDF：1,508KB））

法人名 施設名 所在地 HP 成果報告会資料

社会福祉法人大六福祉
会

伊勢原ホーム（介護老人福祉
施設）

伊勢原市 https://dairoku.org/?page_id=6
報告資料（PD
F：1,623KB）

社会福祉法人兼愛会
しょうじゅの里小野（介護老
人福祉施設）

横浜市
https://www.akaedakai.com/on
o/

報告資料（PD
F：1,379KB）

 

介護ロボットの体験展示

介護関係者様や県民の皆様に介護ロボットを周知するため、体験展示場を設置しております。

社会福祉法人横浜市リハビリテーション事業団（委託先）

横浜市反町福祉機器支援センター

〒221-0825　横浜市神奈川区反町1-8-4

開館時間：午前9時～午後5時

休館日　：月曜日、祝日、年末年始

 

介護生産性向上の取組を先進的に行っている介護事業所の事例紹介

令和6年8月8日に開催された「介護現場革新会議」において、介護生産性向上の取組を先進的に行っている介護事業所の事例
紹介を行いました。当日の資料を掲載しますので、テクノロジー等を活用し、業務の改善や効率化等を進めることにより、職
員の負担軽減及び介護サービスの質向上を検討する際にぜひご活用ください。

社会福祉法人小田原福祉会　特別養護老人ホーム　潤生園（PDF：7,411KB）（別ウィンドウで開きます）

社会福祉法人吉祥会　介護老人福祉施設　寒川ホーム（PDF：2,923KB）（別ウィンドウで開きます）
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このページに関するお問い合わせ先

福祉子どもみらい局 福祉部高齢福祉課
福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課へのお問い合わせフォーム
福祉施設グループ
電話：045-210-1111
内線：4853,4854
ファクシミリ：045-210-8874

このページの所管所属は福祉子どもみらい局 福祉部高齢福祉課です。

.

ページの先頭へ戻る

© 1995 Kanagawa Prefectural Government.

〒231-8588 神奈川県横浜市中区日本大通1  045-210-1111（代表） 法人番号：1000020140007
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神奈川県

介護ロボット・ICT導入支援事業費補助金の交付
神奈川県介護ロボット・ICT導入支援事業費補助金

介護ロボット・ICT導入支援事業費補助金

 

最新情報

　令和7年度補助事業の案内については、もうしばらくお待ちください。

　（以下に掲載されている内容は令和6年度補助事業のものです。）

目的

　今後、介護サービスの需要が更に高まる一方、生産年齢人口が急速に減少していくことが見込まれる中で、介護人材の確保
は喫緊の課題です。

　こうした状況を踏まえ、介護サービス事業者が介護ロボットやICT機器等の介護テクノロジー導入や定着に向けた補助を通
じて、介護現場の生産性向上による職場環境改善を図ることを目的とします。　

交付対象者

介護事業所・介護施設等（介護保険法に基づく全サービスを対象とする。以下「介護事業所」という。）

補助メニュー

①介護ロボット導入支援事業費補助金

②ICT導入支援事業費補助金

③介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業費補助金

※各介護事業所につき、1つの補助メニューのみのご申請となります。

ホーム > 健康・福祉・子育て > 介護・高齢者 > 高齢化社会の福祉政策 > 介護生産性向上推進事業について > 介護ロボット・ICT導入支援事業費補助金の

 Translate

選んで探す 分類から探す 組織

サイト内検索 検索

防災・緊急情報
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優先順位

県の予算に限りがあるため、交付できない可能性があります。

県の予算額以上の申請があった場合は、次の選定方法により選定された介護事業所に対し、交付することとします。

（1）申請者により、申請の段階で優先順位付けされた事業所をもとに、各法人優先順位第1位から選定する。

（2）（1）により各法人優先順位第1位の事業所を選定してもなお、予算額の範囲内に収まる場合には、各法人第2位以下の
事業所を順次選定する。

（3）（1）及び（2）において、予算額以上となった場合には、上記補助メニューごとに次のとおりとする。

・①の場合、過去に神奈川県地域医療介護総合確保基金（介護分）「介護ロボット導入支援事業費補助金」を受けたことがな
い法人を優先する。

・②の場合、過去に神奈川県地域医療介護総合確保基金（介護分）「ICT導入支援事業費補助金」を受けたことがない法人を
優先する。

・③の場合、過去に神奈川県地域医療介護総合確保基金（介護分）「介護ロボット導入支援事業費補助金」及び「ICT導入支
援事業費補助金」を受けたことがない法人を優先する。

（4）（1）～（3）において、同一条件となった場合には抽選等により選定する。

　なお、各補助メニューにおいて、前年度に交付決定を受けたものの、やむを得ない事由により取下げを行った法人で取下げ
の申請を速やかに行った場合は、選定方法（3）の各補助金を受けたことがない法人に含まれるものとする。

申請期間

　未定

各補助メニューの事業概要について

①介護ロボット導入支援事業費補助金

補助対象

日常生活支援における、移乗介護、移動支援、排泄支援、見守り・コミュニケーション、入浴支援、介護業務支援のいずれか
の場面において使用され、介護従事者の負担軽減効果のある介護ロボットの導入に要する経費

補助額

1介護事業所あたり1機器につき導入経費の5分の4（補助限度額30万円（移乗支援及び入浴支援、その他に限り100万円））
※リース・レンタルも含む

補助上限額

1介護事業所あたり500万円

②ICT導入支援事業費補助金

補助対象

介護ソフト、タブレット端末・スマートフォン等ハードウェア、ソフトウェア、ネットワーク機器（Wi-Fiルーター等Wi-Fi環
境を整備するために必要な機器を含む）の購入・設置費等※リース・レンタルも含む

補助額

1介護事業所あたり導入経費の5分の4
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補助上限額

1介護事業所あたり、職員数に応じて設定。

・職員1人～10人：100万円

・職員11人～20人：160万円

・職員21人～30人：200万円

・職員31人以上：260万円

③介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業費補助金

補助対象

●　①及び②で定める対象経費に該当するもので、複数のテクノロジーを組み合わせて導入する場合に必要な経費

●　見守り機器の導入に伴う通信環境整備（次に掲げる3つの経費）

・Wi-Fi環境を整備するために必要な経費

・職員間の情報共有や職員の移動負担を軽減するなど効果的なコミュニケーションを図るためのインカム

・介護ロボット機器を用いて得られる情報を介護記録にシステム連動させるために必要な経費

補助額

1介護事業所あたり導入経費の5分の4

補助上限額

1介護事業所あたり1,000万円

留意事項

●　③介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業費補助金の対象経費である「複数テクノロジー」とは、①介護ロボット
導入支援事業費補助金及び②ICT導入支援事業費補助金の組合せをいいます。

●　③介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業費補助金の対象経費である「見守り機器の導入に伴う通信環境整備」は
他のテクノロジーと組み合わせなくても、③の対象となります。

●　「介護ロボット」のみの複数台、複数種類の導入、「ICT」のみの複数台、複数種類の導入は「複数テクノロジー」の組
合せとしません。

〈組み合わせ例〉

提出先及び問合せ先

未定
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補助金申請等に関する問合せ先

未定

ロボット導入に関する他の補助金について

～産業振興課からのお知らせ～

産業振興課では、生活支援ロボットの導入経費を最大100万円まで補助する「ロボット導入支援補助金」を行っていますの
で、そちらも併せてご利用ください。

（別ウィンドウで開きます）

 

 

 

このページに関するお問い合わせ先

福祉子どもみらい局 福祉部高齢福祉課
福祉子どもみらい局福祉部高齢福祉課へのお問い合わせフォーム
福祉施設グループ
電話：045-210-1111
内線：4845

このページの所管所属は福祉子どもみらい局 福祉部高齢福祉課です。

.

ページの先頭へ戻る
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